
























































































































































l. は し が き
富城県水産林業部林政課「製材エ場実態調査結果」 (昭和53年) のは し
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富城県製材企業の現況と間題点t1)
うした課題はさしあたり, 公表されている各種の統計資料の分析にもとめ


















査報告」 により昭和33-53年の住宅増加率をみてみよう。 表一 l に 示 さ
れているように昭和33-48年では全国, 富城県とも10-20 %の増加率を
示 し て い る が 4 8-53年では(!) 両 者 と も 5-10%に 増 加 率 が 鈍 化 し て い
( ll 住宅増加率的化の原因について 「図説・林業自書j (昭和53年) は「一つ
には, 住宅戸数が48年には全都道府県において総世帯数を上回り, その絶対
量が一応充足されたこと , また, 居住水準についてもかなりの程度に改響さ
れっつあること」 (37買)をあげている。 しかし, 確かに戸数的には「 l 世






























l 2 l . 3
l21.4
l04.4
l l l . 6
120.3
l 2 l . l
l08.7
資料'総理府統計局「住宅統計調査報告」 よ り 作 成
る。 次に表一2 に よ  って用途別製材品の出荷量を宮城県について時系列的
に み て み よ う 。 大宗を占めている建築用材は, 昭和40年400千 lfi (指数基
準100) が45年では609千m (150.3) と伸び, 46年では若干落ち込んだも
のの48年にはす«,596千m' (149.0) にまで回復してぃる。 しかし49年以降
は減少状態の中で一年ごとに小幅の增減を繰り返している。 出荷量合計の
40-53年における動きも建築用材のこうした動きとほほ同様である。 と こ
ろで表一 2 に は も う 一つ特徴的な動きがあらわれてぃる。 (イ)の全体に占め
る割合はその絶対量が減少してぃる年度においても增大している。 こ れ
は, 他の製材品出荷量の落ち込みの激しさを示している。代替品の進出が
原因である。 例えば('、;ll木箱仕組板梱包用材につい て ぃ う な ら ば, 木箱から
ダンポー ル箱へ と い う よ う に 素 材 転 換 が す す ん で き た の で あ る。 表 一 3 で
(前ページ注(1)の続き) 帯1住宅」 が達成されたといっても, わが国住宅が
他国より 「ウサギ小屋」 と評されるほど狭く, 一般に動務地より違隔な場所




み ら れ る こ と」 (前掲書,37頁)によるのであろう。
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富城県製材企業の現況と間題点a)
表一 3 代普材生産量の推移(東北6県)
段 ポ - ル
(千ni')
石 有: 製 品 軽 量 形 期




























利性, 機能性, 施エ面での合理性, セ メ ン ト, 石管, ア ル ミ ニ ウ ム, 鉄等








































































































(2) a林統計協会「図説・林業自書」 (昭和53年度版),48買。-75 - 5
富城県製材企業の現況と間題点ll)
であり木造率55.0%と い う 状 態 に あ っ た が, 昭和48年にはこの位置が逆転
し, 木造建築3,029,497㎡, 非木造建築3,626,257㎡となり木造率45.5%と
い う 状 態 に な っ た (3)。 こうした建築分野における木造率の相対的減少に も
かかわらずさきの(イ)建築用材は(ロ)(ノ畑に比して比較的堅実な動きを示して
い る。 それは40-48年についていえば専ら旺盛な住宅需要の増大という要
因によるのであり,  49年以降についていえば国民の「木への志向」 の再興





l31 全国の場合もみておこう (付表一1) 。 昭和40-48年をみると, 木造建築
は絶対量では約3倍になっている。 しかし全体に占める割合では40年47.9% ,
48年36.4%と大幅に減少している。 逆に同期間の非木造建築の構成比をみる
と . 鉄筋コンクリ ー トはほぼ現状維持傾向を保 つているものの,鉄筋コ ンク
リート造40年5.7 %-53年10.4% , 鉄骨造41年20.2%-48年29.9%と大きく
增大している。 昭和53年における木造率は45.2%である。 尚 ,  富城県の場合,

















































期の3期」 (17買) 。 このなかで, ①と②を区分するメルクマールが外材
輪入量の增大に買かれていることに注意すべきである (その状況は付表一
2参照) 。 このように増大した外材は, それまで国産材の補完材としての
性格しかもちえなかったが, その後加速度的に増大した。 そして40年代半









表一 6 富城集における用途別製材品出荷量 (用和53年)
●lt: 1「・n
x l■最 n ●l :t本m用●l *●o:o a二 4 l l lll l t;l,_';l●l aa◆,'l l 川 t n 〇
l‘l a ●, a3 0 s 63 l 7 1 l l ll l'l l l・l , l;・
合 1 t
l '1 ン ● l
集 ' ● l





































lgt 1 0 l00 a l l l l 21 !00 6 !00 0 no
ではB召和40年代に国産材に比して外材がかく も急激に進出した理由は何
で あ ろ う か。第一に国産材に比して価格が低廉であったこと , その他大径
木が多く品質において均一性を有するという外材それ自体に付随する優位
性, 大量入荷が可能であるという取引上のメリット等が指摘されるlo'。 表
- 7のl l ll2)によって木材価格の推移をみよう。昭和40年をl00とすれば45







事情と間題点」 ( 宏 林 タ イ ム ス 社 ) 6 2 66買参照。.- 79 - 9
富城県製材企業の現況と間題点(1)
表一7 木 材 卸 売 価 構 指 数 ( 全 国 )
( l )  昭和40-・l!i年 Im. 40= l00
房年平均
木・tl ・同a品総合
報 t,l 加 工 木 材
合 転 類







1ll8.0 l10.2 1 l l.7 l05.1 l08.7 108.8 1‘B.5 l02・3
l2('.7 129.3 l33.5 ll・l.8 12i.l l09.l 105.8 106.5
l23.4 l38.9 1・l4.8 1lS.8 132.9 l09.0 103.8 113.5
132.‘ l 4 l.2 1.l6.7 1':1'2.6 136.8 l09.8 l04.5 124.2
l38.5 l.l2.8 1.l7.1 128.l 138.9 12l.4 l l8・ l  140・0





林 産 物 ( 報t i ) 加 エ 板 材
合 低 類
家 長 ・





97.4 95.3 95.1 98.2 97.4 87.9 85.5 102.7
108.3 96.9 102.3 96.2 l l 8.7 90.5 88.8 l07.4
l56.1 1・l0.8 la .4 l・l 3.9 168.5 l46.l l45.5 153.2
164.8 16l.5 167.2 l55.2 159.7 l44.2 138.3 184.0
l3) l解和・l8一體年 昭.的= l00
」lll 次
( le 均 )
製ll・本
製品e合
:lll; 産 物 CfiM、
製 M










l02.0 - - - - - - -
l07.7 - - - - - - -
100.0 100.0 100.0 llll0.0 100.0 1l)l l.0 l l:l0.0 l00.0
10‘.e 1 l、.‘ l 0 .l.9 l l 8.5 l l l.6 l l 2.0 l l 2.9 l03.3
l l 2.l l09.5 10:1 .・l l l ・ .o 1 l 3.ll; l l 8.7 l l 9.9 1 l l.6
資科:民体本産省構計fl;報,lill 「 ポ ケ ッ  トa体水産u計一 l9,9一」
l 0 - 80 -
富城県製材企業の現況と間題点a)
向を示すに至つてから造林が急速に進展した事情にあり, 伐期に達し た立






計 国 ・ 公 有 林 私 有 林









































































































資料 : 農林水産省統計情報部 「木材需始報告書」 ょ り作成
(7) 林野庁『林政20年史一戦後林政の歩み」 , 2 l-22買
(8) 参考までに仙台・白石両営林9管lB地域の標準伐期talをみると次のように
なっている。 樹 種 伐期a合(年)
ス ギ S0





費料 : 仙 台 解 響








幅に減少しているl9)。 所有山林形態別に み る と, 国・公有林に比して私有
林の減少度が大きい。 この一理由としては, 民間山林所有者が木材需要急
増期に価格上昇によるョ リ大きな利ざやの獲得を日論で木材販売を手控え
た こ と も あ げ ら れ る。
さて以上のように国産材と外材の価格差を時系列的にみると , 昭和50年
以降にさらに注日すべき状況があらわれている。 表一 7の(3)に示されてい
る よ う に50年をl00とすれば5l年には国産材104.9, 外 材 ll8.5, 52年には
国産材l03.4, 外材1l5.5となっている。 すなわち40-49年の状況とは反対







こ の よ う に述べている。 表一 9は対日木材輪出の制限内容をみたものであ
る が, こ れ を み る と こ こ 4- 5年の間にとくに東南アジア語国において輪
l9l 全国の場合はこの特徴がもっと明確に示される。 すなわち, 42年5l,8l3千






(l0 経済企国庁「経済自書」 (l昭和54年度版) , l07買。








国 名 対 象 地 域 制 限 内 容
丸太の州外・国外
への移輪出禁止
施行時期 対 象 範 囲 等
米 国 アラスカ州有林
連邦有林














ワ イ ア ッ ト
ハ ン セ ン 法
8j インチ以下のキャンツ, 角材は対象外
カ ナ ダ BC州全域 丸太及び半製品の州
外への輪移出禁止
1906年 州政府が余剰材と認めれば対象外
フ イ リ ピ ン 全 域 天然資源省長官の
許可なく丸太輪出
禁止




マレーシア 西マレーシア 丸太の輪出禁止 従来から主要1l樹組について丸太輪出を全面禁止していたが,
l 9 7 6 年 9 月 l 日 よ り , 他 樹 組 についてもl l5 インチを越える丸太
は輪出が禁止された。
プ ラ ジ ル l 全  域 l丸太の輪出禁止 l 1 厚さ78mm以下の製材, 一部のtSi爾は対象外








l978年 唐木類 ( フ ァ ン シ ー ウ ッ  ド) 17品目のうちチーク等l6品目につ
いてはl978年1月から,エポニ ーについては1979年2月l日か
ら輪出禁止




資料 : 長谷川義正 「木材工業の動向と経済的枠組 (その2)」


























昭和53年には4人以下の製材企業が全体の40.6 % (480企業中195企業) ,
5- 9人の企業が32.9 % (158企業) を占めている。つまり9人以下の企
業が全体の73.5 %を占めている。50人以上の企業はわずか0.4% ( 2 企
業) にすぎない。全国の場合, 53年の数値をみると, 22,7l8製材企業が存
在しており, その中で従業員4人以下の企業=36.5 % (8,288企業) , 5
- 9人の企業= 3 l.8 % (7,5l2企業) となっており, 全体の構成比率から
み る と 9人以下の企業が68.3%を占めている。 つまり従業員規模別にみる
か ざ り , 全国的にも中小・零細性の強い製材業界にあって富城県の製材企
業の規模はなおそうした水準を大きく下回つ ているのである。 次に表一l 1
によってそうした製材企業の企業規模を製材用動力の出力階19別に区分し
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l l l l l. l 9S.l
lOl.l l ! l.0
W.5 90.2







l l 0.l l03.3
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la.9 l l 6.1
l la.l l33.3
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a a, 7.5-22 5lal ll100 22.15-:l1l .1; 37.S-1. l 75.‘l- l.al.l l ! liu0● 以 l.
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l l l .0 lll1tl.0
99.6 90.9
ll1ll.2 99.l
l 0 l.3 l02.-
lal.・; l 0 l.li






































l05.1l l l 2.3
l l 3.5 l あ.9












a5.5 l l 2.S
95.0 l 3 l.3
l l l1.li l2S. l
l2 l. l l・l3.8
l H.5 l◆3.8
l36.3 l l 2.S
l 4 l.2 l・l3.8
lS6.l1 l31.5































「4人以下」 「 5- 9人」 の階層,は, 実数においても, その全体に占める
構成比においても, 現状維持ないし漸增傾向を示しているのに対し, 「l 0
-19人」 「20-29人」 「30-49人」「50人以上」の詰階層は実数, 構成比とも





う こ と, また反対に最上属lである「50人以上」 の製材企業が40年をl00と
すれば48年には100.6と若千增の数値を示していたのに対し, 不況の浸透
した49年には一挙に 87.3に減少し, それ以後50年77.4, 5 l年72.4, 52年
67.3, 53年56. lと加速度的な減少傾向を辿つ て い る と い う こ と で あ る。 中
間居では「5-9人」 がさほど景気の浮沈に左右されることなく40-53年
で同一水準の企業数を維持し, 「l 0-l9人J 「20-29人」 「30-49人」 居
00 この法律にもとづき昭和4l年には「品質, 生産費, 通正生産方式, 輪出な
どの主目標およびその目標速成のための手段となる設備の近代化, 経営管理
の合理化, 企業精造の高度化, 取引関係の改替, 1語要の開拓などに関する事





買) 。 したがって, ここでは製材企業の零細性について上述の如き政策的配
成が過去においてなされたという事実のみを確認するにとどめたい。
















全国, 富城県とも, 製材企業が一方では省力化・合理化を行い, 他方では
大型化傾向を辿つ てきたこと , と く に オ イ ル ・ ショック以降はそうした傾
向が強化されていることが明確になる。すなわち単なる大型化ではなく
“省力化・合理化を行いながら”の大型化であったという点が重要であ
る。 このことをさらにl企業当りの従業員数, 製材用動力の出力数, 製材
用素材消費量でみると (表一12) , 1企業当りの平均従業員は富城県の場
合4l年9.5人, 53年8.4人であり, また全国の場合4l年1l. l人, 53年8.9人
であるから, この限りでは零細性の強い富城県製材企業の省力化は全国と
比して相対的にゆるやかであったといえる。次に1企業当りの製材用動力
の出力数をみると, 41-53年の間で富城県, 全 国 と も 1.9倍に増大してい
00 全国の資料を用いているが, 分析の対象が富城県の製材企業に置かれてい
ることはくり返すまでもない。富城県の場合, 「30-49人」 Eの製材企業が
新增假向にあり , 全国の場合と比して若千のズレを生じさせているが. これ
は偶然的なものと思われる。 - 89 - 19
富城集製材企業の現况と間題点0.)
表一12 1企基当りの從業a数, 製材用動力出力数, 案材消費量
I 從業員 : 人
単位 ,出力数 : k w
素材消費量 :千lf「
従 業 員 数 製材用動力の出力数 素 材 消 費 量
































































































別に しても中小企業近代化促進法のいう 「企業構造の高度化」 はかなり実




である 。この帯据の中でも, その設置台数の年次別推移をみると, 「手押
し送材車付き」 のものは, 前掲「木材需始報告割が48年以降調査対象か
らはずしたように, 次第に姿を消しており, また別称「腹押式」 と呼ばれ
る 「テープル式」 のものも42-5l年の間に官城県でわずか47台, 全国でも
2 0 - 90 -
富城県製材企業の現温と間題点(1)
表一13 製材aのa量別設備台数
● l t : 0
0 '' 二 9 a n 二 g
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l . l l l  _ l lL
le.:u :.
l .9n :l:・.
9・l l ;  -的
o .n :l,,l,
l 0.:;: :l l 0
l l'.l‘り .第 '
:t.- a0





l◆.l 出  l
l l.:l.ll' -:l l l
l S. l :  tl・
l●.01llo 9 lt
- l.:lii
l '. l'; 'M-











tl l l l.l1 'l.9
l 的.e l‘l0.'l
l l 0.・ l l'i.'l
l l l l.l l  ! l l l l.l1
9,.f・ l l .f・
l l l . 6  ll2.6
l l l l . 9  lit.l
lOtl.tl l l'l.l1
l l l l.1 6:;.0
l al.l l  l l l l.0
la.B l‘,o.,n
、l.0 In3、:・. ' 、:1・.0
l l l l.l l  ll'l.0
ll1l.l ltlS.・
l‘'l.l は t 0
l''i. l  l l l.1
- ! l l l.l l













は1,000万円未満用が89企業減, l 0 0 0-5,000万円未満属1が39企業減とな












販 売 金 額 別 規 模
l,000万円
未 満





























経 営 組 機
計
























素材をtイ)国産材のみを扱う企業, (t')国産材 ・ 外材双方を扱う企業, ll'1外材
のみを扱う企業の3種類に分類しその年次別推移をみてみよう。 昭和40-
53年では, tイ)は企業数においても素材入荷量においても大幅に減少してい
る。 すなわち企業数では40年334企業から53年l43企業へ と半分以下に, ま
た素材入荷量では同期間に295千nf からl76千nfへと4割以上も落ち込んで
22 - 92 -
富城県製材企業の現况と間題点tl )
表一16 製材用器材の国産材・外材別入荷エ場数及び入荷量の推移(富城集)
?t位 { 總 iljm.
計 (イ1 国 産 l l の i (a順 應llと外ll 01外◆i の i


































































































































































































































































































































































































資料 :a体水産省統計tiMa部 「 木ll器itt報告書i より作成
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富城県製材企集の現况と間題点a)
い る。反対にP1は同期間に企業数, 素材入荷量とも大幅に増大している。
53年の対40年(=lOl:1l) の増加率は企業数で800.0, 素材入荷量で289.7 で
あ る。 そうした中にあってto、は企業数, 素材入荷量とも新増la向にある。
これらeイXロ»e1の全体に占める割合を昭和53年についてみると, 企業数では
( f、29.8% ,  (ロ)6l.8% , 1ll'1l,8.3%である。 これを素材入荷量の全体比と昭応
させてみると, ll'1が企業数ではわずか8.3 %であるのに素材入荷量では




車位 { 識1 準̃
計 llll国a◆l 〇 ・t l ll 国a◆lとll・l ' tl l l ・ l l のa
:̃ nal el入n量 1ll、l e1 的 el 的 01
計
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富城県製材企業の現况と間題点(l )
かかわらず, 素材入荷量では前者はわずか5千 l ff ( 2.1%) に す き ず, 逆
に後者はl68千ni'(7l.2%) も占めている。 l企業当りの素材入荷量でみ
る と, 前者は0.556千㎡, 後者はl8.667千ni'である。 そして75.0̃150 Okw





型化したのは, 前述したように外材の大量入荷が, 採算上, それに応じた
生産・販売体制をっ く り あ げ て き た か ら で あ る。 こうして昭和40年代には
外材の増大はわが国経済の 「2重構造の溝を深めているoo」 といわれた。
lS、 木材流通機構の特質





て複雑化しa' 」 , さ ら に「この両者は, あるところでは合流し, あ る と こ
ろでは依然として別個のものであり, これが木材流通をさらに複維なもの
と し て い るa 」 のである。
① 素材入荷経路について
まず素材の入荷ルー トからみていこ う。 表一l8は農林水産省統計情報部
『木材流通構造報告書一昭和50年』 の示す富城県製材企業の仕入先別素
00 森林資源総合対策協發会「木材経済の動向」 (昭和42年) . 81買。
09北国和夫「木材業界」 (教育社) , 49買。
切 前l0書 2 3 買。
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富城県製材企業の現况と間題点(1)































































































































国一2 木 材 の 流 通 a 構 国
( 国 前 )  (外 1tl)
(大エ.エ9店考)
資料 : 「木材業ハンドプック」 (林業新聞社) 75買
26 - 96 -
富城県製材企業の現i兄と間題点tl )
る。そうしたことを念頭に置きながらこの表をみると , 「(C)輸出入商社か
















ため相対的に取扱い易い品日となっているoo。」 す な わ ち こ こ に は 商 社 ( 主


















とに筆者が独自に行つた聞取調査によれば, や は り, 例えば8割以上の外
材を伊藤忠より入荷している E社は伊藤忠に, 同様に 8割以上を日商岩井
より入荷しているH社はその商社に一 他も同様に, すなわちK社は伊藤
忠に, N社は山陽国策パルプに, 0社は小林商店に P社は日編実業に一





F社……昭和5,4年の資本金9,000万円, 従業員58名, 年商43.6億円。 外
材を専門に取り扱い(米材60% , 南洋材30% , ソ連材l0%) , 営業内容は
原材販売7.5% ,  自社製材品販売2.5%で あ り, 他にチップ生産を行つてい
る。 有名総合商社との出資により設立した住宅建材販売会社を含む数社の
大規模な関連会社を有している。 営業区域は東北6県である。
G社一一昭和l2年の創業, 資本金4,500万円, 従業員28名, 54年の年商
27.5億円である。入荷外材の95%を米材が占めている外材専門取扱い企
業であり, その営業内容をみると原木販売60 % ,  輸出国税製材品販売30
28
北国和夫,前掲書. 58買。
「ほほ」 と述ぺたのは例外もあることを意味する。 例え、lM社。- 98 -
富城県製材企業の現况と間題点(l)
% ,  自社製材品販売l0%となっている。 営業区域は東北6県。
H社一一昭和31年の設立。資本金8,000万円, 従業員122名, 54年の年商
59値4,909万円である。 複数の住宅産業会社を関連会社としてもっており,











間屋, 小売業者, 建設業者, 大エ等は取引時の信用, あるいは将来の外材数
量確保等の点で否応なしにこれらl7企業の影響下におかれることになる。
こうして系列化の間題は単に「商社→外材入荷取扱い企業」の間だけでな
く , 「商社→外材入荷取扱い企業→第2次原木間屋, 小売業者, 直接需要
者」 の間の間題となり, 富城県全域の製材企業に及ぶ間題として提起され
て く る の で あ る。 この点についての実証的分析は他日を期すこととして,
的 以上3社の概要は「年鑑・仙台市場』 (東;lt経済蘭査研究所) に換つてい
る。
因 これら17企業はいずれも「富城県木材業者及び製材業者登録条例」第 5 条
第1項の規定にもとづく登録者名薄に記戦されている。 厳密な意味では, 製










お く に と ど め た い。
①素材入荷経路の特徴






国 産 材 外 l l 計




(C )国 ・ 公共la関 か ら
(D) 1t 0 出 入 商 社 か ら
(E)製◆l' ・合核エ場から
( F ) 木 ,ll' 市 究 業 者 か ら
(G)本 ti酸 究 集 者 か ら































































資料 :a体水産i ;続計ffa部 「 木tia通構造a告a, ょ ')作成
と外材を区別しその仕入先2l賺材入荷量及び企業数をみたものである。 こ
こで注意せねばならないのはl企業当りの素材入荷量である。国産材の場
合 に は 「t,lOf定探生産したもの」 ,  「(C)国・公共機関から」 など直接的に素
材を入手する場合の方が, 「(B)素材生産業者から」 ,  「国木材市売市場か




あ る が, この場合の仕入先別のl企業当りの入荷量一j書j一は「、D)輪出入商社











とがわかる。 すなわち因の場合にはCイ)7.l% , (ロ)l l.6% , t'、l16.3% ,  目18.3
% ,  t0)の場合には(イ)7.l% ,  (ロ)l0.0% ,  ll'、ll 5.0% ,  ll::lll8.3%となっている。











それだけ立木購入費, 使採費, 運送費等を効率的に使用できる。 こ う し て








〇a 入i口l か ,ら






t,,,l S.000- l l 円
C: l l 1 lt̃ S 〇 円

































































金額別階届の全入荷量に 占 め るC0)の数値がそのことを示しており, ( f )42.8
% ,  (P用.8% ,  ll'、田.9% ,  ,e=l28.2% ,  的10.9%と販売金額の高い階 J日に な


















そ , の ll か t, 計
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製材品の流通経路を考察してみよう。ふたたび図一 2 を み る よ う に, 製
材品の販売経路もさきの素材の入荷経路と同様に複維であるo と く に こ の
流通経路上にある需要者 (例えば大エエ務店, 小売商, 家具建具エ場等)
に零細規模のものが多く , このことが複雑さを增す要因となっているo そ
の こ と にっいて以下みよう。製材品の販売先は大別すると表一2 l の よ う に
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責n :a◆.1l,.an utnaa r本●,1llu,l●n●.,1a .t , n,a
富城県製材企業の現況と間m( l )
の特徴を考察してみよう。表一2 lよりわかることは次のとおりである。 ま
ず 「(F1直接需要者へ」の販売は「('jll1,000万̃5,000万円」 = 8 1.2% ,  「l''1l















高 ま る。 これは素材の入手経路が小規模居ほど流通業者を介し, 高額用が
介 さ な い の と ち ょ う ど 逆 で あ る。むろんこうした領向は, 素材及び製材品
の流通の双方において小規模製材企業にとって好ましぃとは決していえな
い。 と い う の は一方において高い素材を購入し他方において販路が弱体な




み よ う。 この表からはまず, 「 ll、7.5 ̃22.5kw」1aの「tA)建第用材J に占
める割合がこの用の全製材品出荷量S0千niのうち45千nd', すなわち90%を




Ol 〇 0 用 ●l
l l'














































































M :●llu●1lm a'0●〇'*●lte●0●・ M et
エ, エ務店など建築用材関連の販売先へ依存する領向が強いことを考慮に
入れれば, これらの階居では製材品の多様化がほとんどみられないことに
な,る。 しかし, この届の他の用途別出荷量について特徽をみると, l 企 業
当りの出荷量は 「 0 »土木建設用材J=0.12千ni', 「0原具建具用材J =
1,00千niとなっており, この居の全出荷量平均0.29千nf からすれば, そし
てまたこの階届の規換を考意に入れればかなり大きな値といえる。 これ
は, t,f)1日のような零細企業居における建築用材以外の製材品の出荷は少数








エ場 数 ( 前 集, 用 簡1年)
●tt (金al' 第_
0
i *oa  n l, C1i ___-am'' ●.t lla a日●t 0a o,li●a, 〇t o 〇
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で あ ろ う 。 したがって立地条件の分析 ・ 考察が次の課題とされねばならな
いo
38





る。 -一これらの数字のかげにある実情を . 現地の資料や聞きとりなどによ
る1t昂密な個別分析によってとらえ,統計数字を修正しなければならない。そ
してそれには, 一つ一つのエ場一一の分析からっみ重ねてゆかなければなら
ない。」 (塩沢君夫 「地域史研究の方法」,自治体間題研究所編 「地域と自治







付表一 l 構造別t第fエ面aの推e (全国)
合 9t 木 通
非 木 違
鉄行鉄筋・ン
ク リ ー ト 造
鉄筋コ ン ク リ
ー ト 進
鉄 行 造
コ ン ク リ ー ト



























































































































資料 :建設省 「建設ll;t計年a● ょり作成
富;城県製材企集の現况と間題点0:)
付表一2 木材〇入量の年次別推移(全国)






























































































3 l l  7.S
4S7 8.0
553 8.7
2.2 l !  22.9
2.384 21.6
3.S62 2S.5















































































































































資S:上H前 着 「 木 l tの知a (allat会出取部). 260ll
40 - l 110-
富:城集製材企業の現况と間題点1(l )
付表一3 富城集製材企業のa被設置状况 (製材用出動力の出力階●別)
tt1 事af‘二altal liln,061t t t”ttし 'l ll.0●t1l:1tntt ;l・・
付表一 4 用和54年仙台・:E益・石卷三港商社(上位30社)別外材前入量






荷主 材積計(m') 商 社 取 扱 い 割 合 ( l 0%以上)
A 353,393 川鉄商事19% ,  ト ー メ ン l 7% ,  野崎産業l5% ,
丸紅l4% ,  東邦物産10%
大倉商事49%,住友商事l8%,三美商事10%





十条ハ コリン28%,住友林業23% , 日総実業
2 l%
日商岩井87%
川鉄商事22%, 十 条 ハ l1コ ン18%,三井物産
17%, 伊藤忠13% , 日総実業l0%
江馬忠27%,大丸23%,小林商店l7%. 安宅
木材l2%
伊藤忠82%, コ ー ヨ 一商事l1%
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